
国立大学法人信州大学カーボン科学研究所（ICST）研究協力会規約
第1章　名称

（名称）
第1条 この会は，国立大学法人信州大学カーボン科学研究所研究協力会（以下「研究協力会」という）と称する。

第2章 目的と事業

（目的）

第2条 　本研究所の目的は国立大学法人信州大学（以下「信州大学」という），地域行政及び民間企業等と連携して，カーボン科学技術の振興や人材育成等の諸事業を推進することにより，社会の発展に寄与し，併せて科学技術の進展，大学の活性化に貢献することである。本研究所では地域の産業界はもとより，わが国の産業のコアコンピタンスとなりうる炭素新技術やカーボン素材開拓を進め，それに基づき，関連科学技術の国際貢献を教育・研究の両分野で果たしていくことを目的とする。
（事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第3条　この研究協力会は，前条の目的を達成するために次の事業を行う。

（1） 会員と大学，カーボン科学研究所間の『共同研究』推進

（2） 研究所の技術シーズの提供

（3） 信州大学教員との交流会の実施

（4） 受託研究の推進

（5） メールによる“ICSTカーボンニュース”の配信

（6） 長野県地域産業との連携

（7） その他，大学と企業を結ぶ各種企画

（8） 外国企業との共同研究の推進

（9） カーボン科学の国際ネットワークの構築と

SCIC世界根拠の形成（ICSTハブ）
第3章　会員

（会員）
第４条　この研究協力会の会員は，法人，個人，団体を対象とする。

　　２　この研究協力会に入会または退会しようとするものは，会長に申し出て理事会の

承認を得るものとする。
　　３　この会に特別会員を置くことができる。財団法人長野県テクノ財団を特別会員とする。
第４章　役員と事務局

（役員の種別と数）

第5条　この研究協力会に次の役員を置く。

会長１名

副会長３名以内

理事１０名以内

監査１名

（役員の職務）

第６条　会長は，この会を代表し，研究協力会を統括する。

　　２　副会長は，会長を補佐し，会長に事故がある時は，会長があらかじめ指名した　

　順序によりその職を代行する。

（理事）

第７条　理事は，理事会を組織し研究協力会の運営にあたる。

（監査）

第８条　監査は，この研究協力会の会計及び会務の執行の状況を監査し，その結果を　　　総会に報告する。

（役員の選任と任期）

第９条　会長，副会長，理事及び監査は会員の中から総会で選任する。

　　２　役員の任期は２年とする。ただし再任を防げない。

　　３　役員は，任期が満了した場合には，後任者が就任するまでは，前任者がその

　　　職務を行うものとする。

（事務局）

第１０条　この研究協力会の事務局は，信州大学カーボン科学研究所内に置く。

第５章　会議

（会議）

第１１条　会議は総会及び理事会とする。

　　　２　総会は年１回開催する。但し臨時総会を開くことが出来る。

（総会及び理事会）

第１２条　総会は，次の事項を議決する。

　　　　　　(1)事業計画並びに収支予算

　　　　　　(2)業務報告並びに収支決算

　　　　　　(3)役員の選出

　　　　　　(4)その他理事会において必要と認めた事項

　　　２　理事会は会長，副会長及び理事をもって構成する。

　　　３　理事会は，次の事項を審議する。

　　　　　　(1)事業計画並びに収支予算に関すること

　　　　　　(2)総会の議決した事項の執行に関すること

　　　　　　(3)その他，総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

（会議の召集）

第１３条　会議は会長が召集する。

　　　２　理事会は必要なとき随時開催する。

　　　３　会議の議長は，会長がこれにあたる。

（議決）

第１４条　会議の議事は，出席者の過半数をもって決め，賛否同数のときは，議長がこれ

を決める。

第６章　研究会

（研究会）　

第１５条　本会に適宜特定のテーマのもとに研究会を構成することが出来る。

（研究会の構成及び改廃）

第１６条　研究会の構成，改廃等は理事会で定める。

第７章　会計

（経費及び財産）

第１７条　この研究協力会の経費は会費，事業収入，寄付金及びその他の収入をもって

　これに充てる。また資産は，次に掲げるものからなる。

　　　　(1)基金　(2)寄付金　(3)備品　(4)資産から生ずる収益

　　　２　会費は年間１口20万円とする。但し、個人会員は年間1口10万円とする。
（会計年度）

第１８条　この研究協力会の会計年度は，毎年４月１日で始まり翌年３月３１日で終わる。

（寄付）

第１９条　この研究協力会は，寄付を収受することができる。

（剰余金の処分）

第２０条　毎会計年度末に剰余金が生じたときは，総会の議決により，その全部または　

一部を翌年度繰越，または資産に繰り入れるものとする。

（特別会計）

第２１条　本研究協力会は必要があるときは特別会計を設けることができる。

　　　２　前項の特別会計から生じた収益または剰余金は，すべて資産に繰り入れなけれ

ばならない。

第8章　規約の改正並びに解散

（規約の改正）

第２２条　この規約は，総会において改正することができる。

（解散）

第２３条　この研究協力会は，総会において出席者の４分の３以上の同意を得て解散する

ことができる。

補則　　第1版　この規約は２００７年1月１5日から施行する。

　　　　第2版　この規約は２００７年９月１０日から施行する
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